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１８ 中小企業や大学等への 職域接種促進のための支援の対象は、外部の医療機関が出

張して実施する職域接種を対象としているとあるが、企業内診療所が実施する場合や、 

接種対象者が外部の医療機関に出向いて接種を受ける場合は、対象外なのか。 

（答） 

○ 企業内診療所が職域接種を実施する場合は、職域接種促進のための支援・個別接種促

進のための支援のいずれも対象外です。 

○ ただし、商工会議所、業界団体等が職域接種の実施のために新たに医療機関を開設し

た場合であって、 

・外部医療機関から医師等を雇用する費用が商工会議所等に発生している 

・職域接種終了後に速やかに医療機関の廃止届けを提出する 

の全てに該当する場合は、外部の医療機関が出張して実施する職域接種と実質的に同じ

ものであることから、職域接種促進のための支援の対象となります。 

○ また、接種対象者が外部の医療機関に出向いて接種を受ける場合は、医療機関の種別

に応じて、個別接種促進のための支援の対象となります（当該医療機関の個別接種の実

績に、当該職域接種の実績を上乗せして、個別接種促進のための支援を実施します）

が、中小企業や大学等以外の大企業等の職域接種の場合は、職域接種促進のための支

援・個別接種促進のための支援のいずれも対象外です。 

 

１９ 職域接種促進のための支援について、中小企業が商工会議所、総合型健保組合、

業界団体等複数の企業で構成される団体を事務局として共同実施するものが対象とな

っているが、当該団体に中小企業以外の大企業や独立行政法人等が含まれる場合は対

象となるのか。 

（答） 

○ 商工会議所等の構成員に大企業や独立行政法人等が含まれていても対象となります。 

  また、大企業が構成員となっている団体が事務局となる場合や事務局の運営を大企業

へ委託する場合でも、支援の対象となります。 

 

２０ 職域接種促進のための支援について、都道府県や市区町村が、地方公務員を対象

に職域接種を実施する場合は対象外なのか。職域接種促進のための支援の対象外であ

る場合、大規模接種会場設置等として対象となるか。 

 



 

（答） 

○ 職域接種促進のための支援の対象外です。また、職域接種として実施する場合は、大

規模接種会場としては取り扱われません。 

 

２１ 職域接種促進のための支援は、どのような経費が対象となるのか。 

（答） 

○ 職域接種促進のための支援の対象は、新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業

の大規模接種会場の設置等の支援と同等となります。１５を参照してください。また、

日頃から会議室等の貸し出しを行っており、その会議室を使用する職域接種の事務局と

して使用料を払うなど、適切に会計処理等されている場合は支援の対象になります。 

 

１５ 新型コロナウイルスワクチン接種体制支援事業の大規模接種会場の設置等の

支援については、どのような経費が対象となるのか。 

（答） 

○ 大規模接種会場の設置等に係る接種費用としては、通常の医療機関でワクチン接

種のために基本的に必要となる費用（予診や接種に係る医師や看護師等の費用等）

として、接種一回あたり2,070 円（注）をワクチン接種対策費負担金において措置

するとともに、都道府県が設ける大規模接種会場において、通常の予防接種での対

応を超える経費（会場借り上げ、会場の運営に必要な経費等）については、当該交

付金にて措置することとし、一部を除き、「ワクチン接種体制確保補助金」と同様

の経費が対象となります。 

※令和３年２月１日事務連絡「新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業 

（都道府県実施・市町村実施）の上限額の考え方等について」で示している２①

～④の内容を参照。 

○ 具体的には、大規模接種会場における受付や会場誘導、経過観察を行う者等の確

保、運営の委託、最寄り駅等から会場までの送迎、専従職員の超過勤務手当てな

ど、地域の実情を反映して合理的に必要と考えられる費用については、当該交付金

の対象となりますが、 

・大規模接種会場の設置等に直接必要とならないもの 

・「ワクチン接種体制確保補助金」に含まれるもの 

・「ワクチン接種体制確保補助金」と当該交付金との切り分けが困難なもの 

（コールセンター等） 

は、当該交付金の対象となりません。 

（注）ワクチン接種対策費負担金については、以下の場合、時間外等加算相当分が

上乗せされます。 

・時間外  730円（ 2,070円 →2,800円） 

・休 日 2,130円（ 2,070円 →4,200円） 

※それぞれ税別単価であり、支払う際には税込み価格での支払いになります。 

 

 

 



 

２２ 職域接種を実施する医療機関が、同時に住民への接種を行う場合、会場の設置・

運営に要する経費を切り分けることが困難であるため、全額を職域接種促進のための

支援の対象経費としてよいか。 

（答） 

○ 住民への接種については、職域接種促進のための支援の対象とはなりません。職域接

種の経費と住民への接種の経費を切り分けていただくか、切り分けが困難な場合は、合

理的な方法により、経費を按分してください。 

 

２３ 中小企業等が設置・運営する会場に、診療所を開設した場合は、職域接種促進の

ための支援の対象となるか。 

（答） 

○ 企業内診療所となる場合には職域接種促進のための支援の対象外となりますが、外部

の医療機関が企業の用意した会場で新規開設する場合には支援の対象となりますので、

開設主体等についてご検討ください。 

 

２４ 大学等の実施する職域接種について、大学の附属病院が当該大学内で実施する場

合又は大学の附属病院に接種対象者が出向いて接種を受ける場合は、職域接種促進の

ための支援の対象外であり、個別接種促進のための支援の対象になるとあるが、大学

の附属病院の範囲は。 

（答） 

○ 学校教育法で定める「大学」の附属施設として設置される病院が該当します。 

○ なお、大学等の実施する職域接種について、大学の附属病院が当該大学内で実施する

場合及び大学の附属病院に接種対象者が出向いて接種を受ける場合は、個別接種促進の

ための支援の対象となります（当該医療機関の個別接種の実績に、当該職域接種の実績

を上乗せして、個別接種促進のための支援を実施します）。 

 

２５ 大学等の実施する職域接種について、附属病院を有する大学が、大学外部に職域

接種会場を設置・運営し、当該会場において附属病院が接種を実施する場合は、職域

接種促進のための支援の対象となるのか。個別接種促進のための支援の対象となるの

か。 

（答） 

○ 大学が接種を委託した外部の医療機関が出張して実施する職域接種と同様、職域接種

促進のための支援の対象となります。 

 

２６ 職域接種促進のための支援の対象期間はいつまでとなるのか。 

（答） 

○ 令和４年度交付金においては令和５年３月まで対象です。 

 

 



 

２７ 職域追加接種の申請時の接種予定人数よりも、接種を実施した人数が少なくなっ

た場合にも、職域接種促進のための支援の対象となるか。 

（答） 

○ 職域接種については、接種予定人数を定めて申請することとなりますが、事後的に、

申請時の接種予定人数よりも、接種を実施した人数が少なくなった場合にも、支援の対

象となります。 

○ なお、接種予定人数について、令和４年２月１日事務連絡「新型コロナワクチン追加

接種（３回目接種）に係る職域接種の開始について（その２）」のとおり、１会場当た

り500人以上の接種を行う見込みがある場合は、職域追加接種の実施の申込みが可能で

あることについて申し添えます。 

 

２８ 初回接種会場分に遡及して 1,500 円 ×接種回数を上限に実費 補助の対象にす

ることは可能か。 

（答） 

○ 対象にはできません。令和３年11月17日付け厚生労働省健康局健康課予防接種室事務

連絡「新型コロナワクチン追加接種（３回目接種）に係る職域接種の開始について」及

び令和４年９月20日付け厚生労働省健康局予防接種担当参事官室事務連絡「オミクロン

株に対応した新型コロナワクチンに係る職域追加接種の開始について」に基づいて設置

した会場での職域接種のうち、一定の実施形態及び条件に該当する会場における実績の

みが1,500円の対象となります。 

 

 


